
資料４
令和８年度「子どもたちの豊かな学校生活のために～いじめ解消・暴力根絶旬間（第１回）」～ 取組結果について

１ 認知件数（学年別・男女別の結果を含む） ２ 現在の状況

３ 発見のきっかけ ４ いじめの態様

５ 期間中の各学校の取組

＜取組の趣旨＞
〇児童・生徒自身がいじめに気付き、いじめを自分のこととして考え、行動することをとおして、自らいじめを解消する力を身に付けること。
〇児童・生徒が主体的な取組を図れるよう各学校で創意工夫を図るとともに、いじめの実態を把握するためのアンケートを必ず実施し、いじめの未然防止と早期解決に向けた取組を強化し、地域・保護者への啓発を図ること。

＜小学校の認知件数について＞
〇昨年度に比べ、認知件数は52件減少し、児童1000人あたりのいじめの認知件数は96.2件（R7は
97.5件）だった。
〇学年・男女別で見ると、６年生が男女ともに増加しており、２年生・４年生・５年生は男女と
もに減少した。

＜中学校の認知件数について＞
〇昨年度に比べ、認知件数は９件減少し、生徒1000人あた
りのいじめの認知件数は17.8件（R7は19.8件）だった。
〇学年・男女別で見ると、２年生男子のみ増加しており、
１年生と３年生は男女ともに減少した。

＜現在の状況について＞
〇昨年度に比べ、解消率は小中学校ともに減少した。このことは、
学校が「いじめの解消」の判断要件（※）に基づき、いじめの状
況を慎重に評価し、対応していることによるものと考えられる。

※「いじめの解消」の判断要件（立川市いじめ防止基本方針より）
①いじめに係る行為が少なくとも三か月以上止んでいる。
②いじめの被害児童・生徒が心身の苦痛を感じていない。

＜発見のきっかけについて＞
〇昨年度同様、いじめ発見のきっかけとしてアンケート調査が大部分を占めていることから、ア
ンケート調査が有効であることがうかがえる。
〇小学校では、教職員等による発見が減少した。一方、「当該児童生徒（本人）の保護者からの
訴え」や「保護者（本人の保護者を除く）からの情報」が増加した。
〇中学校では、教職員等による発見が大きく増加した。学級担任や学年担任団が生徒の様子を丁
寧に見取るなど、いじめの早期発見の意識が高まったと考えられる。

＜いじめの態様について＞
〇小中学校ともに、「冷やかしやからかい，悪口や脅し文句，嫌なことを言われる。」が一番多い。
〇小学校では、「パソコンや携帯電話等で，ひぼう・中傷や嫌なことをされる。」が増加した。このことは、早い時期からパソコン
や携帯電話等、各種機器を扱いうようになったことによるものと考えられる。一方、中学校では大きく減少し、１件となった。各種
機器の安全な扱い方に関する指導が浸透してきたことによるものと考えられる。
〇国の「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」に準じて、「卑わいなことを言われたり、身体を触られ
たり、性的な動画・画像を撮影・送信されたりするなど、性的な嫌がらせや性的な行為をされる。」を新設した。今回は中学校で合
計２件を計上した。

＜小学校＞※抜粋
〇ふれあい月間に合わせて、道徳の授業等でいじめを題材にした教材を扱った。
〇学校いじめ対策委員会での情報共有および対応についての検討
〇いじめ防止対策の理解を深めるための校内研修
〇学校だよりにて、いじめ解消・暴力根絶旬間についての話といじめ・暴力についての話を
記載し、保護者に周知した。
〇様々な教科の中で、互いのよいところや頑張っているところを認め合う学習を取り入れる。
〇弁護士によるいじめ防止授業を行う。
〇嫌なことがあった時の対処方法の指導
〇学級担任が、児童一人一人と個別に面談を行った。
〇保護者会で、保護者へ向けて「いじめ防止基本方針」について説明・周知をした。
〇毎月第３木曜日を「いじめみのがさあずでい」に設定し、校内放送で呼びかけを行ったり、
「いじめみのがさあずでい」当日に、本校独自のアンケートを行ったりした。

＜中学校＞※抜粋
〇いじめ相談窓口の設置
〇いじめは自分一人では解決できないということを伝え、躊躇せずにアンケートに回
答してもらえるように話をした。
〇全校で、同じ教材を扱ったいじめについての道徳アンケートに対して、コメントが
あった生徒への個別対応
〇セーフティ教室（ＳＮＳの利用について）、いじめ防止教室、いじめ防止授業等の
実施
〇アンケートの実施と同時に、相談機関の書かれたパンフレットを全校生徒に配布
〇全校朝礼で悩みや困ったことがあったら大人に相談するよう、生活指導主任から話
をする。
〇講師を招いていじめ防止授業の実施
〇学年集会における教師からの講話

〇認知件数や、「教職員等による発見」の件数
が減少していることから、いじめの早期発見に
対する教職員等の意識を高める取組が必要であ
る。
〇各学校において、多様な発達支持的生徒指導
や課題予防的生徒指導がなされている。生活指
導主任会等において、互いの好事例を生かし合
えるようにする。また、地域・保護者への啓発
を継続していく。
〇「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進して
いく。

６ まとめ


